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規 則

�愛媛県規則第３８号
愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年８月９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県
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附 則

（貸付金の限度等の特例）

５ 貸付金の利率は、当該貸付金（令和９年３月３１日までに貸付決

定されるものに限る。）に係る債権の保全が金融機関による貸付

金に係る債務の保証のみによるものである場合にあつては、別表

第２利率の欄及び別表第４利率の欄中「０．８０パーセント」とある

のは、「０．８０パーセント以内」とする。

別表第２（第３条―第５条、附則第３項―第５項関係）

附 則

（貸付金の限度等の特例）

５ 貸付金の利率は、当該貸付金（令和９年３月３１日までに貸付決

定されるものに限る。）に係る債権の保全が金融機関による貸付

金に係る債務の保証のみによるものである場合にあつては、別表

第２利率の欄及び別表第４利率の欄中「０．６０パーセント」とある

のは、「０．６０パーセント以内」とする。

別表第２（第３条―第５条、附則第３項―第５項関係）

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新

計画承認グ

ループ事業

を実施する

特定事業者

（中小企業

等経営強化

法（平成１１

年法律第１８

号）第２条

第５項に規

定する特定

事業者をい

う。）

経営革新

計画承認グ

ループ事業

の用に供す

る土地、建

物（関連施

設を含む。

以 下 同

じ。）、構

築物（関連

施 設 を 含

む。以下同

じ。）又は

設備

整 備

資 金 の

１００分の

８０（ 災

害 復 旧

貸 付 及

び 緊 急

健 康 被

害 等 防

止 貸 付

に つ い

て は、

１００分の

９０） 以

内

年０．８０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

に つ い て

は、無利子

とする。

ア～ウ 省

略

省

略

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新

計画承認グ

ループ事業

を実施する

特定事業者

（中小企業

等経営強化

法（平成１１

年法律第１８

号）第２条

第５項に規

定する特定

事業者をい

う。）

経営革新

計画承認グ

ループ事業

の用に供す

る土地、建

物（関連施

設を含む。

以 下 同

じ。）、構

築物（関連

施 設 を 含

む。以下同

じ。）又は

設備

整 備

資 金 の

１００分の

８０（ 災

害 復 旧

貸 付 及

び 緊 急

健 康 被

害 等 防

止 貸 付

に つ い

て は、

１００分の

９０） 以

内

年０．６０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

に つ い て

は、無利子

とする。

ア～ウ 省

略

省

略
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愛 媛 県 報令和６年８月９日 第５３３号
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告 示

�愛媛県告示第７８２号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の２第１項の

規定により、次のとおりクリーニング師の資質の向上を図るための

研修を指定した。

令和６年８月９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 研修の名称

クリーニング師研修

２ 主催者

東京都港区新橋６丁目８番２号

公益財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 田中 秀樹

３ 集合して行う研修の開催日及び場所

開 催 日 場 所

令和７年１月１９日（日） 松山市三番町６丁目４番地２０
松山市男女共同参画推進センター（コムズ）

４ 通信制で行う研修の受付期間

令和６年１１月２０日（水）から令和７年１月７日（火）

５ 受講料

５，０００円

�������
�愛媛県告示第７８３号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の３の規定に

より、次のとおりクリーニング所又は無店舗取次店の業務に関する

知識の修得及び技能の向上を図るための講習を指定した。

令和６年８月９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習の名称

クリーニング業務従事者講習

２ 主催者

東京都港区新橋６丁目８番２号

公益財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 田中 秀樹

３ 通信制で行う研修の受付期間

令和６年１１月２０日（水）から令和７年１月７日（火）

４ 受講料

４，５００円

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

２～９

省略

２～９

省略

別表第４（第３条―第５条、附則第３項―第５項関係） 別表第４（第３条―第５条、附則第３項―第５項関係）

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特 定 会

社、一般社

団法人等、

商工会等又

は市町（地

域産業創造

基盤整備事

業を行つた

も の に 限

る。）

地域産業

創造基盤整

備活性化事

業の用に供

する土地、

建物、構築

物又は設備

整 備

資 金 の

１００分の

８０（ 災

害 復 旧

貸 付 及

び 緊 急

健 康 被

害 等 防

止 貸 付

に つ い

て は、

１００分の

９０） 以

内

年０．８０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

及び緊急健

康被害等防

止貸付につ

いては、無

利 子 と す

る。

省

略

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特 定 会

社、一般社

団法人等、

商工会等又

は市町（地

域産業創造

基盤整備事

業を行つた

も の に 限

る。）

地域産業

創造基盤整

備活性化事

業の用に供

する土地、

建物、構築

物又は設備

整 備

資 金 の

１００分の

８０（ 災

害 復 旧

貸 付 及

び 緊 急

健 康 被

害 等 防

止 貸 付

に つ い

て は、

１００分の

９０） 以

内

年０．６０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

及び緊急健

康被害等防

止貸付につ

いては、無

利 子 と す

る。

省

略

２ 省

略

２ 省

略



愛 媛 県 報令和６年８月９日 第５３３号

５５６

�愛媛県告示第７８４号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

令和６年８月９日

愛媛県知事 中 村 時 広

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

清 水 総一郎 愛 媛 県 立 南 宇 和 病 院 南宇和郡愛南町城辺甲２４３３番
地１ あいなん整形外科クリニック 南宇和郡愛南町御荘平城２９５９

番地１
令和６年
７月１日

令和６年８月９日 発行


